
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

 (3) ラスパイレス指数の状況

　　　　   支給割合） により算出。)

704,144

　　　　　　　　　　　％

13.5

（参考）類似団体平均(参考)一人当たり給 与 費

11,095

人　

令和

住民基本台帳人口

　　　 　 指数。

職員数

1,139,099

　　　　　　給与費が含まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

　令和４年度の人件費率Ｂ　

　　　　　　（短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を含まない。

（令和６年１月１日）

　　　　　千円 　　　　　　％　　　　　千円

Ｂ／Ａ　　　　　　　Ａ　

岩内町の給与・定員管理等について

実 質 収 支 人 件 費 率人 件 費

　　　　　　　千円

区　分
歳 出 額

令和

　（参考）

（注）  １　 職員手当には退職手当を含まない。

　　　  ３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　　 　 用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)適用職員の俸給月額を100として計算した

給与費　B／A

8,887,465

給 料

　③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

12.8

一人当たり給与費職 員 手 当 期末・勤勉手当Ａ　
区　分

５年度

千円

5,708５年度

　　　　 計　　 Ｂ

721,988

千円

451,111

人 千円 千円千円

173,710

（注）  １  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数(構成)を

5,470132

※　令和６年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、

千円

97,167

　　　  ３　 給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員(短時間勤務)及び定年前再任用短時間勤務職員の

　　　  ２　 職員数については、令和５年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員

　　　　２　 （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味

　　　　  　した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給割合を用いて補正したラスパ

　　　　  　イレス指数。（補正前のラスパイレス指数×（１+当該団体の地域手当支給割合）／（１+国の指定基準に基づく地域手当

　　　  ４　ラスパイレス指数（地域手当補正後ラスパイレス指数を含む）の算出に当たっては、60歳に達した日以後の

　　　　  　最初の４月１日以後に支給される給料月額について、本来の給料月額の７割水準に設定される職員を除いている。
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 (4) 給与改定の状況
①月例給

　（参考）

①特別給（期末・勤勉手当）

　（参考）

割合 A　 支給月数 B　

 (5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［ ］

②その他の見直し内容

  （内容）　一般行政職の給料表について、国の見直しを踏まえ、平均２％引下げ。

激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。

区　分

－

　　　（平成２７年４月１日実施）

円　 円　

A－B

公 務 員 給 与

実施

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の

場合には、その理由））

支給割合の見直し等に取り組むとされている。

５年度

　　　　である。

  （給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

月　

－ －

区　分

　　　　及び勤勉手当の年間支給月数である。

年 間 支 給 月 数民間の支給 公務員の

（注）　「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の円環支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当

勧 告

勧 告

A　 B　

較 差 国 の 改 定 率

％　

（改定率）

円　

給 与 改 定 率民 間 給 与

月　 月　

－－

％　

月　

支 給 月 数

－－ －

人 事 委 員 会 の 勧 告

令和

未実施

人 事 委 員 会 の 勧 告

令和

５年度 －

（注）　「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額

－

【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の

－

国 の 年 間

A－B

－

月　

％　

（改定月数）

較 差
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和６年４月１日現在）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　個人情報保護の観点から、対象となる職員数が２人のため省略する。

－

２９４，８００

３８６，６９４

３２３，８２３ ４０５，３７８

３３０，２０１40.7

平 均 年 齢

国

平 均 給 料 月 額

①一般行政職

42.1

３１８，８００

（ 国 比 較 ベ ー ス ）

平 均 給 与 月 額
区分

岩内町

北海道

平 均 給 与 月 額

３６０，８０６

３５２，７２２

42.5

３５８，１１４41.8 ３３４，７１８

②技能労務職

　　　  ２   ｢平均給与月額｣とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべて

３０９，５１３

　　　　　　で算出している。

　　　　　　また、｢平均給与月額(国比較ベース)｣は、比較のため、国家公務員と同じベース(=時間外勤務手当等を除いたもの)

類似団体

　　　  　　の諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

（注）  １   ｢平均給料月額｣とは、令和６年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均である。
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 (2) 職員の初任給の状況（令和６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和６年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和６年４月１日現在）

  

２１

人　

（注）　１　 岩内町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

人　

１９６，２００

５　　級

（注）  平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

知識又は経験を必要とする業務を行う
職務

一般行政職

１２．７

１６６，６００高　校　卒

人　

２２．１

大　学　卒

３５３，３００

定型的な業務を行う職務

１７

標 準 的 な 職 務 内 容

１　　級

大　学　卒

人　

人　

２　　級

３　　級

１６６，６００

１２

高　校　卒

特に知識又は経験を必要とする業務
を行う職務

４　　級

係長、主任保健師、主任保育士、主
任介護士、主任看護師、主任栄養
士、専門的な知識又は経験を必要と
する職として規則に定めるもののの職
務

３５１，０００

　　　　　　　　円

人　 ％　

２５ ２６．３

　　　　　　　　円

２７１，６００

　　　　　　　　円

１７．９

３９１，８００

％　

３６１，７００

構 成 比
１号給の
給料月額

１４．７

３７５，５００

　　　　　　　　円

１６２，１００

最高号給の
給料月額

％　

４１１，３００

　　　　　　　　円

％　

％　

３０５，２００

　　　　　　　　円

２４０，９００

２０８，０００

１６６，６００

経験年数２０～２４年経験年数１０～１４年

区　 分 職 員 数

　　　　　　　　円

区　　　 　　分 北　 海　 道

１９６，２００

経験年数３０～３４年区　　       分

国

経験年数２５～２９年

１９６，２００

１４

３６６，７００

　　　　　　　　円

２４９，４００

一般行政職

　　　　２　 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

６．３

３９４，０００

％　

２９５，４００

６ ３２３，１００

　　　　　　　　円
６　　級

課長、会計管理者、所長、館長、議会
事務局次長、農業委員会事務局長、
書記長、書記次長、主幹、技術統括
官の職務

３８２，０００

岩　 内 　町

３１１，１００

２７６，６００

２３３，９００

　　　　　　　　円

部長、教育部長、議会事務局長、次
長の職務

　　　　　　　　円

14.7% 14.7% 16.1%

12.7% 13.7% 13.2%

17.9% 16.9% 17.9%

26.3%
30.5% 28.3%

22.1% 17.9% 17.9%

6.3% 6.3% 6.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和６年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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　 (2)国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和６年４月１日現在）

 (3) 昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）（岩内町）

　

令和６年度中における運用

○

昇給可能な
区分

　　　上位、標準、下位の区分

　ロ　 人事評価を活用していない

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

○

　　　標準、下位の区分

　　活用予定時期

昇給実績が
ある区分

　　　標準の区分のみ（一律）

令和７年度

○

令和７年度

○

令和７年度令和７年度

　　　上位、標準の区分

管理職員 一般職員

　イ　 人事評価を活用している

　　活用している昇給区分

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

昇 給

岩内町（R６）

国家公務員 （R６)

町１級（主事）国１級（係員）

給

料

月

額

町２級（主事）国２級（上級係員）

町３級（主事）国３級（係長）

国４級（困難係長）町４級（係長）

国５級（課長補佐）町５級（課長）

国６級（困難課長補佐）町６級（部長）

国７級（室長）

国８級（困難室長）

国９級（課長）

国10級（特に重要課長）

（百円）
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４　職員の手当の状況
 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和５年度支給割合） （令和５年度支給割合） （令和５年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（岩内町）

 (2) 退職手当（令和６年４月１日現在）

・定年前早期退職特例措置　割増率　２～４５％ ・定年前早期退職特例措置　割増率　２～４５％

　１人当たり平均支給額

(１．３７５)

勤勉手当

５８６ 千円 －

　勤続３５年 ３９．７５７５

(０．９７５)

月分２．０５

－

　最高限度

北　　　海　　　道

期末手当

　勤続２０年

勤勉手当期末手当

月分

国

月分　勤続２５年

（支給率）

２８．０３９５２８．０３９５

２４．５８６８７５

勧奨・定年

４７．７０９ 月分月分 ４７．７０９

月分

４７．７０９ 月分　最高限度

３９．７５７５月分

　その他の加算措置

月分

千円

　その他の加算措置

月分

岩　　　内　　　町

１，６８２

月分 月分

月分

２．４５

３３．２７０７５月分

　勤続２０年

月分

１９．６６９５ 月分

　勤続２５年

１９．６６９５

　勤続３５年

月分

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。

月分

自己都合

４７．７０９

勧奨・定年

４７．７０９

月分

月分

２４．５８６８７５

自己都合 （支給率）

４７．７０９ 月分

岩　　　　　内　　　　　町

２.４５ ２．０５ ２．０５

令和６年度中における運用

月分

　ロ　 人事評価を活用していない

２．４５

（１．３７５）月分

　・管理職加算　　１０～２５ ％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　５～２０ ％

　１人当たり平均支給額（令和５年度）

　　活用予定時期

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

令和７年度

支給可能な
成績率

管理職員

（注） 　( 　 ) 内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。

支給実績が
ある成績率

　　活用している成績率
支給実績が
ある成績率

　　　上位、標準、下位の成績率

支給可能な
成績率

　　　上位、標準の成績率

　　　標準、下位の成績率

（１．３７５）

３３．２７０７５

令和７年度

月分

○

勤勉手当期末手当

１，３９０

（０．９７５）

一般職員

　・管理職加算　　１０～２５ ％

　・役職加算　　５～１５％

月分

月分 月分（０．９７５）

　・役職加算　　５～２０ ％

　　　標準の成績率のみ（一律）

　１人当たり平均支給額（令和５年度）

国

　イ　 人事評価を活用している

月分

令和７年度

○ ○○

令和７年度

　　　　　非違によることなく退職した場合を含む。

　　　２　「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の
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 (3) 地域手当（令和６年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

 (5) 時間外勤務手当

千円　支給実績（令和５年度決算）

　職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度）

１５７

９．７２

左記職員に対する
支給単価

　 円

　 ％

日額　５００円

　職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

有害鳥獣、害虫及び有害は虫類の駆除業務に従事した職員

　支給実績（令和４年度決算）

日額　５００円

　手当の種類（手当数）

０千円

４５６

　職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

　支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

８３千円

３

野犬などの捕獲、処分犬、猫類の捕獲、殺処分及び死体の処理業務に従事した職員

　　　　　　　　　　　　　　　　 　４　種 類

主な支給対象業務

東京都特別区

国の制度（支給割合）支給対象職員数

有害鳥獣などの駆除

支給実績
(令和５年度決算)

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第６条
第１項に規定する感染症の患者の救護、防疫、処理等に従事した職
員

主　な　支　給　対　象　職　員

３９５

４５，８２２

４９，７５７

感染症の防疫

千円

　支給実績（令和５年度決算）

日額　５００円

７４千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

１８ ０

０

千円

千円

１１，２１４

千円

 　円

２０

支　給　割　合支 給 対 象 地 域

０

０

　支給実績（令和５年度決算）

３札　　幌　　市

マンホールの調査、検査 ０千円 日額　５００円

千円

下水道等のマンホールの調査又は検査に従事した職員

7



 (6) その他の手当（令和６年４月１日現在）

扶養親族のある職員に支給

・配偶者 6,500円

・子　　 1人につき10,000円

・父母等 1人につき6,500円

・月額23,000円以下の家賃

　  月額家賃から12,000円を控除した額

・月額23,000円を超える家賃

　  月額家賃から23,000円を控除した額

 　 の1／2に11,000円を加えた額

 　 （支給限度額　27,000円）

・交通機関利用　運賃相当額

・自動車等利用　2,000円～31,600円

管理又は監督の地位にある職員に支給

・1種　53,200円（部長又は部長相当職）　

・2種　42,800円（課長職又は課長相当職）　

・3種　35,800円（課長職又は課長相当職）　

同

 夜間勤務手当

    (支給上限55,000円) 

11～３月までの各月の初日に在職する
職員に対して、その区分に応じて支給
・世帯主(扶養あり)　 23,360円
・世帯主(扶養なし)　 13,060円
・その他　　　　　　　 　 8,800円

 通勤手当

 休日勤務手当

 寒冷地手当

手　当　名
国の制度
との異同

支給職員１人当たり

･役職に応じ、
46,300円～
139,300円
を支給

１３，５６２　千円

１４，７７９　千円

２２２，３２０　円

（令和５年度決算）

｛　（５）の時間外勤務手当に含む　｝

同

６６７　千円

平均支給年額

同

同

異

５２７，８３２　円

２８２，１８２　円

同 ４４，４５３　円

１３，８２７　千円

異

１６，３３３　円

８０，２９０　円１０，４３８　千円

３９２　千円

家賃月額
16,000円を超
える職員に支
給

・月額27,000円
以下の家賃→
月額家賃から
11,000円を控
除した額

・月額27,000円
以下の家賃→
月額家賃から
27,000円を控
除した額の1/2
に11,000円を
加えた額（支給
限度額
28,000円）

住居を借り受け、月額12,000円を超える
家賃を支払っている職員に支給

 住居手当

通勤距離が2㎞以上で交通機関利用又は
自動車等により通勤を常例とする職員に支
給

支給実績
（令和５年度決算）

内 容 及 び 支 給 単 価

正規の勤務時間として午後10時から翌日
午前５時までに勤務した職員に1時間当た
りの単価に25／100を乗じて得た額を支給

  までの子1人につき　　　　5,000円加算

国の制度と
異なる内容

 管理職員
 特別勤務手当

管理又は監督の地位にある職員が、緊急
の必要等により週休日又は休日等に勤務
した場合に支給
6，000円～12，000円

同

祝日及び年末年始に勤務した職員に1時
間当たりの単価に135／100を乗じて得た
額を支給

 管理職手当

 扶養手当

・満16歳の年度初めから満22歳の年度末
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５　特別職の報酬等の状況（令和６年４月１日現在）

（参考）類似団体における最高／最低額

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円／ 円

（

円

円

円

５７０，０００

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

２３０，０００

副　　町　　長

２８２，０００

円）

円）

４０８，０００

円

６８５，０００ 円

円

７００，０００ ４３０，４００

町　　　　　 長 ８５５，０００ ３８２，５００給
　
　
　
料

区　　 　　分

退職時

（支給時期）　　（算定方式）

１４，０４５，２４０

（注）  １   給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額である。

　　　　  勤めた場合における退職手当の見込額である。

町　　　　　 長
退
職
手
当

（１期の手当額）

退職時

　　 　 ２   退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

７，３７３，５２０

備　　　　　 考

　給料月額×在職年数×５．１２６

　給料月額×在職年数×３．２３４

町　　　　　 長

副　　町　　長
期
末
手
当

議　　　　　 員

３４２，０００

副　　町　　長

報
　
　
　
酬

議　　　　　 員 １５７，０００３２３，０００

円）

１８５，０００

２２６，０００

円）

１８０，０００

議　　　　　 長

副　　議　　長

　　（令和５年度支給割合）

　　（令和５年度支給割合）

月分

議　　　　　 長

副　　議　　長

４．５０

４．５０

円

円）

月分
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６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 　　(各年4月1日現在)

人

人

人

　　　　　　　　　　　区　分
部　門

106.35

　＜参考＞

（類似団体の人口１万人当たりの職員数　 　108.29人）

・人事異動による増

・部門異動による減

（類似団体の人口１万人当たりの職員数　　　88.99人）

0

△ 1

△ 1

　＜参考＞

6

1

32

農 林 水 産

19

6

0

1

2

10そ　の　他
（国保・介護・後期）

15

衛 生

16

2

計

商 工

12

17

下　水　道

教 育 部 門

民 生一
 

般
 

行
 

政
 

部
 

門

労 働

総 務

土 木

税 務

7

8

35

3

・新規採用による増

・人事異動による減

普
　
通
　
会
　
計
　
部
　
門

小　　　計

職　 　員　 　数
主　な　増　減　理　由

議 会 3

29

16

2

1

0

2

　人口１万人当たりの職員数

△ 1

△ 1

・部門異動及び新規採用による増

　＜参考＞

合 計

118

水　 　　道

3

18

10

117

公
営
企
業
等

 
会
計
部
門

小　　　計

151 152

　人口１万人当たりの職員数

令和６年

132

　　　  ２ 　[      ] 内は、条例定数の合計である。

137.00[　　０　　］[　　２００　　］ [　　２００　　］

7 7

・人事異動による減

3

・人事異動による減

120.78　人口１万人当たりの職員数

・退職による減

（注）  １ 　職員数は一般職に属する職員数である。

0

8

対前年

△ 1

令和５年

0

△ 1

0

30

増減数

134

7

12
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　(2) 年齢別職員構成の状況（令和６年４月１日現在）

　

 (3) 職員数の推移

18

56歳

人

15

人

47歳

28歳

13 9

人

31歳

１５９

１９

１４０ １３７

２０

１５７

32歳 44歳

区　分

60歳20歳

3

教　育

20歳 24歳

１６

１２８

～
人

23歳

人人 人

未満 27歳

～

40歳

152

43歳

～

48歳

55歳

～

令和６年度

10

人

5

52歳

21

59歳

人

計

人

36歳

39歳

～

人

～

以上

～

人

51歳

　-

13

消　防

職員数

一 般 行 政

18

人

　　　　　　　  年　　度

　部 門 別
令和元年度

18

-

（単位：人・％）

過去５年間の
増 減 数（率）

１６ ０　（０％）

令和５年度令和４年度

△１０　（△７．８％）

　-

１１８

9

　-

１１７

　-

１５

１２０

１６１５

35歳

　-

１５５

１９

１３６

公営企業等会計 計

　-

総　合　計

１９

１３２ １３４

１６３

～～ ～

１２５

令和２年度 令和３年度

１５

普 通 会 計 計

１２２

１５２

１４４

　　　  ２　 合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

△１０　（△６．９％）

△１　（△５．３％）

△１１（△６．７％）

１９

１５１

（注）  １ 　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

１８

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

2
0
歳
未
満

2
0
～
2
3
歳

2
4
～
2
7
歳

2
8
～
3
1
歳

3
2
～
3
5
歳

3
6
～
3
9
歳

4
0
～
4
3
歳

4
4
～
4
7
歳

4
8
～
5
1
歳

5
2
～
5
5
歳

5
6
～
5
9
歳

6
0
歳
以
上

構成比

５年前の構成比

％
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７　公営企業職員の状況

 (１)岩内町水道事業

① 職員給与費の状況

 ア 決算

人

 イ 特記事項

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　９８８

　１人当たり平均支給額（令和５年度）

　　　　３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

　（加算措置の状況）

5,929

－

月分

（１．３７５）

・役職加算　５～１５％

（０．９７５）

　１人当たり平均支給額（令和５年度）

　一人当たり

２．４５

6,118

１，３９０

－事  　 業   　者

月分

期末手当

　（加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分月分

　占める職員給与費比率

　（参考）

　職員給与費比率 　令和４年度の総費用に　実質収支

　純損益又は総　費　用 職員給与費 　総費用に占める

千円　千円　

12.8

％　　

295,871

％　

8,178 31,903

千円　

給　　　　与　　　　費

計　　Ｂ期末・勤勉手当給　 料

令和５年度

Ａ  　

10.7

Ｂ／Ａ　Ｂ　

　（令和５年度支給割合）

（注） 　(     )内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。

区　　分

千円　

平 均 年 齢

　　　　２　 職員数については、令和６年３月３１日現在の人数である。

職員数

岩　内　町　水　道　事　業

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

職員手当

団　体　平　均 ４５．８

令和５年度
21,331

千円　

（注）  １   職員手当には退職給与金を含まない。

区　　分

Ａ　

（０．９７５） 月分

・役職加算　５～１５％

月分

月分２．４５月分

（１．３７５）

２．０５ ２．０５

期末手当 勤勉手当勤勉手当

３０１，０００岩　 　内 　　町

３３７，２２１

３７．５

５０８，６９１

　（令和５年度支給割合）

岩　  内　 町  （一般職員）

　　　　　　定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含まない。

平均月収額基　 本 　給

千円　

31,9036 4,643

千円　

区　　　　分

（参考）水道事業平均

一人当たり給与費

４３３，３４３

千円　

 給与費　Ｂ／Ａ　　

5,317

千円
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 イ 退職手当（令和６年４月１日現在）

　１人当たり平均支給額 　１人当たり平均支給額

 ウ 地域手当（令和６年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 エ 特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

 オ 時間外勤務手当

 カ その他の手当（令和６年４月１日現在）

円

円

円

円

円

マンホールの調査、検査 ０千円 日額　５００円

野犬などの捕獲、処分 ０千円 日額　５００円

有害鳥獣、害虫及び有害は虫類の駆除業務に従事した職員 有害鳥獣などの駆除 ０千円 日額　５００円

主な支給対象業務
支給実績

(令和５年度決算)
左記職員に対する

支給単価

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第６条
第１項に規定する感染症の患者の救護、防疫、処理等に従事した職
員

感染症の防疫 ０千円 日額　５００円

　 円

　職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度） ０ 　 ％

　手当の種類（手当数） 　　　　　　　　　　　　　　　　 　４　種 類

　支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

０

５，７０６

　千円０

３

　勤続３５年

　勤続２５年

勧奨・定年（支給率）

１９．６６９５

自己都合

・定年前早期退職特例措置　２～４５％

月分

　その他の加算措置

３９．７５７５

　支給実績（令和４年度決算）

０

月分

主　な　支　給　対　象　職　員

　支給実績（令和５年度決算）

４７．７０９

　一般行政職と同じ

　一般行政職と同じ

　扶養手当

　夜間勤務手当

同

同

同

同

　寒冷地手当

千円

　最高限度額 月分

内容及び支給単価

東京都特別区

札　　幌　　市

支 給 対 象 地 域

千円

支　給　割　合

３

　千円

３３１

２４，０００　千円

　千円

｛　オの時間外勤務手当に含む　｝

２０

２８．０３９５　勤続２５年

０

月分

 　円

月分

国の制度（支給割合）

千円

月分

月分　勤続２０年 月分

支給対象職員数

・定年前早期退職特例措置　２～４５％

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。

月分

千円

月分

月分

月分

４７．７０９

月分

４７．７０９

３３．２７０７５３３．２７０７５

３９．７５７５

４７．７０９

　勤続３５年

岩　  内　 町  （一般職員）

月分

　最高限度額

４７．７０９

月分 ２４．５８６８７５

岩　内　町　水　道　事　業

１９．６６９５

自己都合

月分

２４．５８６８７５

　その他の加算措置

　千円

３，４５２

　　７０８ 千円

０

一般行政
職の制度と
異なる内容

　支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

１，１４１

　支給実績（令和５年度決算）

（令和５年度決算）

同

２４

４２８ ４２８，０００

３１８，０００

０同

３１８

　一般行政職と同じ

　一般行政職と同じ

　住居手当

　休日勤務手当

　一般行政職と同じ

　一般行政職と同じ

　一般行政職と同じ

　管理職手当

１８

　通勤手当

犬、猫類の捕獲、殺処分及び死体の処理業務に従事した職員

下水道等のマンホールの調査又は検査に従事した職員

２８．０３９５

４７．７０９

　支給実績（令和５年度決算）

手　当　名

　支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算）

一般行政職
の制度との

異動

　勤続２０年

（支給率）

０

支給職員１人当たり
平均支給年額

千円

支給実績
（令和５年度決算）

　支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

千円

勧奨・定年

千円

０

　　　２　「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の

　　　　　非違によることなく退職した場合を含む。

５８６ 千円 －０ 千円 ０

同

５５，１６７
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 (２)岩内町下水道事業

① 職員給与費の状況

 ア 決算

人

 イ 特記事項

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和６年４月１日現在）  

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

③ 職員の手当の状況

 ア 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

　１人当たり平均支給額（令和５年度）

岩　 　内 　　町

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　１人当たり平均支給額（令和５年度）

事  　 業   　者 　　－ 　－

岩　内　町　下　水　道　事　業 岩　  内　 町  （一般職員）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～１５％ ・役職加算　５～１５％

（注） 　(   )内は、暫定再任用職員に係る支給割合である。

月分 ２．４５ 月分

（１．３７５） 月分 （０．９７５） 月分

　（加算措置の状況） 　（加算措置の状況）

（１．３７５） 月分 月分（０．９７５）

１，２０１ １，３９０

　（令和５年度支給割合） 　（令和５年度支給割合）

勤勉手当

２．０５ 月分２．４５ 月分 ２．０５

勤勉手当期末手当 期末手当

３９．８ ３０９，９１７ ４６２，７７０

団　体　平　均 ４４．５ ３３４，５３６ ５０１，５７９

（注）　１　職員手当には退職給与金を含まない。

　　　　　　定年前再任用短時間勤務職員を含み、会計年度任用職員を含まない。

区　　　　分 平 均 年 齢 基　 本 　給 平均月収額

　　　　３　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び

　　　　２　職員数については、令和６年３月３１日現在の人数である。

千円　 千円

3 10,719 6,0233,070 3,603 17,392 5,797

17,392 3.2

一人当たり給与費

（参考）下水道事業平均

3.2

令和５年度
千円　 千円　 千円　 千円　

区　　分
職員数 給　　　　与　　　　費 　一人当たり

Ａ　 給　 料  給与費　Ｂ／Ａ　　職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ

Ｂ／Ａ　 　占める職員給与費比率

令和５年度
千円　 千円　 千円　 ％　　 ％　

540,120 0

　総費用に占める 　（参考）

　実質収支 　職員給与費比率 　令和４年度の総費用に区　　分

総　費　用 　純損益又は 職員給与費

Ａ  　 Ｂ　
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 イ 退職手当（令和６年４月１日現在）

　１人当たり平均支給額 　１人当たり平均支給額

 ウ 地域手当（令和６年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

 エ 特殊勤務手当（令和６年４月１日現在）

 オ 時間外勤務手当

 カ その他の手当（令和６年４月１日現在）

円

円

円

円

円９９，６３３

　夜間勤務手当 　一般行政職と同じ

　寒冷地手当 　一般行政職と同じ 同 ２９９ 　千円

同

３７２，４００

｛　オの時間外勤務手当に含む　｝
　休日勤務手当 　一般行政職と同じ 同

０

　住居手当 　一般行政職と同じ

　管理職手当 　一般行政職と同じ 同 ３７３ 　千円

　通勤手当 　一般行政職と同じ 同 ０ 　千円

同 １７４ 　千円

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和５年度決算）

２１６，０００

１７４，０００

　扶養手当 　一般行政職と同じ 同 ４３２ 　千円

　　７８９

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異動

一般行政
職の制度と
異なる内容

支給実績
（令和５年度決算）

千円　支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算）

　支給実績（令和４年度決算） 　　６７７ 千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 　　３３８

　支給実績（令和５年度決算） １，５７８ 千円

千円

有害鳥獣、害虫及び有害は虫類の駆除業務に従事した職員 有害鳥獣などの駆除 ０千円 日額　５００円

下水道等のマンホールの調査又は検査に従事した職員 マンホールの調査、検査 ０千円 日額　５００円

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第６条
第１項に規定する感染症の患者の救護、防疫、処理等に従事した職
員

感染症の防疫 ０千円 日額　５００円

犬、猫類の捕獲、殺処分及び死体の処理業務に従事した職員 野犬などの捕獲、処分 ０千円 日額　５００円

　　　　　　　　　　　　　　　　 　４　種 類

主　な　支　給　対　象　職　員 主な支給対象業務
支給実績

(令和５年度決算)
左記職員に対する

支給単価

岩　  内　 町  （一般職員）

（支給率） （支給率） 勧奨・定年自己都合

岩　内　町　下　水　道　事　業

自己都合 勧奨・定年

月分 ３３．２７０７５ 月分　勤続２５年

１９．６６９５

２８．０３９５

月分月分 ２４．５８６８７５　勤続２０年

　支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） ０ 　 円

　職員全体に占める手当支給職員の割合（令和５年度） ０

東京都特別区 １８ ０ ２０

　 ％

　手当の種類（手当数）

　支給実績（令和５年度決算） ０ 千円

支 給 対 象 地 域 支　給　割　合 支給対象職員数 国の制度（支給割合）

札　　幌　　市 ３ ０ ３

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した職員に支給された平均額である。

　支給実績（令和５年度決算） ０ 千円

　支給職員１人当たり平均支給年額（令和５年度決算） ０  　円

　　　２　「勧奨・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の

　　　　　非違によることなく退職した場合を含む。

千円

４７．７０９　最高限度額 ４７．７０９ 月分

千円

４７．７０９ 月分 ４７．７０９ 月分

・定年前早期退職特例措置　２～４５％ ・定年前早期退職特例措置　２～４５％

　勤続３５年 ３９．７５７５ 月分 ４７．７０９

月分

　その他の加算措置 　その他の加算措置

４７．７０９ 月分

　最高限度額

月分 　勤続３５年 ３９．７５７５ 月分

月分

月分

月分 ３３．２７０７５

２４．５８６８７５

　勤続２５年 ２８．０３９５

　勤続２０年 １９．６６９５ 月分

０ 千円 ０ ５８６ 千円 －
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